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和文要約

た都「↑]ーにおける大U目立/に存11をの避難長、のあり方おする三とを目的として、主i監難読持時

のl血様1、!Iや課題を共休的に把tIぷするために、有1;の東部fru也る;1一点 5r;zの{tL止を'
対象にJ，J見二び〕行動立1[']なrに!立jするアンケー i、調査をゾミ擁した、この結来、也大丈u棋水;ij
11キにおける 11とタトへω避難iむ[I"Jを持つ人は寸牧程度であるひ ただし、 JdlH'英ぶ;i戸)危険ftペコ広域j位
躍の必要性~認識している人け、、1':数に以前たず、適切々情報企与え石事によって避鋭意IIIJ を持つ人

が増加オる可能，けーがあること。必向 J:il(J仁広域避難A:を{被保できる住民が半数科度存在するごと c

LJ 市)(I )i';': 7]<紋枕告~Iìíj提に)詩人r氏全確保全安清したI訪台、約 7 主 11 の人が'三.1 ナ入れるを}，'J'っ

二とど送:高齢再・|涼'存者などのl要配慮字;を持つjlJ:，tt¥俸は、移動そのもの、あるいは避難止での生活伝

送ることが困難である害IJfiがふい、ことが考えられ、特別な対応が求められる。 一点、幼児や(供な

どの主主配慮斉を持つ世帯{士、積極的なjムj戎避難が行われる可能件があること二そして、岐避難
の促進には、避難先主~J主体的に指定寸るこどに加えて、自七ぞと離れることや会社やi~押立を休心こと

に対寸る不安を角宇治ずる支十三7)らjミめられていることなどが把折、された

キーヲート、:大規模水害、大都市、広域避難、避難;奇心l、アンケート調作

1 はじめに

我が同のごた都市I習は、かつて大担換な/J(，tr-に見舞わ

れてきた昭和22:iド (1947年)のカスリーン台風でl士、

手Ij恨川流域;ニおし、て、犠牲有 1，100名、末尾長イく303ラ160

戸、家屋の倒半壊31，381ーにも上る甚大な被害が発生し

た(内閣府2010)コ支た、昭和34年 (1959年)の伊勢湾

台風は、伊勢湾周辺地域、とりわけ湾呉;郊のぞ11il月ミ市[を

I11心とする臨i毎低平地;こ未付有の大4く古'を引き起こし、

近年の地球温暖化による気候変動などにより、既イ了想定

を超える7k吉への部lえが必要となってし、る〆

Til!Elに上る犠牲一喜一の数(正明治以降最大となる 5ラ098名に

及んだ(内閣府 2008)。その後、堤防等の治水施設の整

備が若夫に進められてきたことなどカ山、相~程度の洪

水ぺJ高i聞こは対できるようになってきてし、るものの、
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投が丘!において、地ぷ標l士iが満潮時の干均百ij;j(邑iより

も低い、いわゆる「ゼelメートノレ地帯j (士、 前部樹、 III
部園、近畿問。)宅大都市国に広く存存しており、大規模

水害による高し、リスクに閉されている。そじて、このゼ

ロメートノレ地帯(土、 f望数の都道府県に跨っていることか

ら、万が一、堤IVJ7) 'i夫~たした場介などには、 fJ政界を越

える広域的な避難右元臨する必要がある。三θω〕様な大詐都〉

I市1打;における j大正±規見叶十5立芝~"む〆ノ水J

戸戸{川区を対象としたシミ斗レ一ミシシ/ヨン分キ村析}斤?印カか、ら、避難所

ω容量超過ペ官民任者による大渋滞の発生なと、{I:氏避難

27 



表一1 凋王子一概要

調百年

調子去

主権期間

1"1芥牧

;l一点5rメび)20 ~，;Q以トの屑住者一

インターーネット調夜

予)Jt29lf二包017守)I)j 10 日(火)~12fl (太)

2ρ001'， (望dlllズヱ11名、江東1:1304名、5i:
\'IJ"~583rl 、葛飾!メ374名、 ;rri)1112く，:528 れ)

10-19 

宅~ 20-29 

• 30-39 

・40以上
翠霞lIit.i:L.

分摂対象外
(:1来型文開来通、

..JI瞳
毘一1 分十}一対象地域と!司答itの分布

に!日刊一る都市部特有の1;果起につ¥おしているU 主た、

}JIJii事ら (2011)や牧之i主ら (2013)(士、汗tJWf討elDxを対
象に鉄道を利用した広域j駐一難のrlJ能性について分析して

おり、勤;こ'Jgす一る時間など会1;ょしている《 これら k
i1r;IIT大規模イぐfの住民避難を対象とした既往{lfj究;三共通
し-~-結論(士、 1号;j(域rJ、li こ iて3まる屋内定公iîñi{呆とほえI(Jl~外

(こ ¥1，:ち退く広域]竪難の1，、子才l，jJ:. 方にlIir¥った[llJi的な対

応で(士、被d古低減の実現{土!J1司雑であるどし、うことであ

一人間模の避難対策に間オるこれらの既?i才師す会

踏主えて、 f長卜]安全確保と }l~J或避難の向山刀、ら~~:体の最

通化をi測ることを基本として、東京都の江東5[メ(主川
区、 ;uk氏、足立氏、 12i飾医、 II[)()では、東5

[式会広域避難推進協議会 l を設問して具体事例び)険討を進

めて1，、る東 5医 2016) 支た、内閣府においても、

平成28年 (2016年)6月に「洪ぷ・高潮iL!.総からの大規
模・広域避難檎討ワーキンク、グ、ルーブJ を設置し、江東

5 [)(の検討結果を踏主えつつ、広域避難ど屋内安全ぽ保

と合事せた総台出Jな祝点から険討を進めている(内閣

府2016‘2017)ハみヰ高は、これらげ)検言、jに資寸ーることを目

的として支砲した大規模水宮R~寺における住民の避難志向

に関する調宜の結果とその傾向]カ込ら把握された!i，縦昼につ

いて報討するものである。

2 調査と分析の概要

( 1 )対象地域

本調査は、内閣i(干の議論をもとに江東51正広上記壁難+1E

28 

国一2 分析対象おしりぷ1Ir:，I'1:

三り代 50/(;

いない

88% 

N~1 ，874 

進協議会において先行した検討が進められてし¥る{束 5

Kを対象iこだ施した このj也i]刻士、ゼ口メー トルjfu'U¥寸1
がってし¥ることに加えて、同国;こ!判11)11，荒川、江戸

) 11といったイ必IIJ)11やその支)けが数多く卜しており、

東京湾の臨海部にも杭i~4: してし、る〉そのため、荒川 lゃれ

戸川などの?比三jてやIf，ii?)]に対してけん¥リスク;つJiI司されて1<、
七た、荒)11 と ilJl}11のほIJ'(~虫、定|メ:J或[認を 1[;;わ合わせ

てみた喝合、(王が以ノ'J([:{J戎にfT士れているととに
加えて、広範WIにおいて 2週間以 Lωほぷ紗税局1想定さ
，hとし、る(内閣不f2016)、ノ

主た、 il手rsl又は全体で約251J]人もの人1Iがあり、
そのう九比三 J)J:!J∞)J;Lui二される区j或にl士、が0228h人が
f，i}{i: しているいこれに対L、民水しても村本が水没した

い公的なj壁難所の収谷口j能鋭校l士、約 17万人と試草され

てし、る(内閣不f2017)ふ

(2)調査概要

本調子主は、江東5k<~に(下む 20 歳以上の人な対象に、|ム成

29 年 (2017 1， 1:~) 1月 10f:Jから 12IJに方、けてインターネ

ット調査により実施し、 2，000名/)，ら阿符を得たなお、

江東5阪のそれぞれの地域カら問答を得るf7め、主'u11、
iTI') 1 1、Ijl)11、核涼長I11ぴ)ì~中kU:tど医域47J考慮して算定し

た!末卜j元木人口の比に息づいて各氏のザンブノレ数をl設定

した(表-1参照)

(3 )分析対象

図-1は、 i口j符:汗ぴ))，';-{U也の分布を示しており、保々な

地域から[rJ]答が得られていることが分かるG 分析に、うた

り、没イくする区tpxの住民からのj百件のみを対象とすあた

め、荒川!と I工:F)II の泣7](想定[)z域の最大見ノj'(i~が 50cm

以|二となる地域の住民を分析の対象とした(図-1参Jl郎、

以降においては、これらの地域ぴ功者に限定した l、874

4ノlからの1"1答を対象に分析した結果をノ式ずに

図-2( 工、分析対象者の性別、年齢、 l凶器:1l~i-含む家族

人数、要配慮在の千lhRU〕構成をノjえしている〉見'1+主が約 6

割、tJJlj
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表-2 従不した大混同ノk害時ヴ)、ンrリオび)概要
J:~I詰 I --j斑t嬰 10α4 

上限的;こ高市jぺ汗共ノ1~ となる口Tt剖'1-:がある[メ，状 γ一-， 80%

60% 11;1" 
2μflii 

説;二上うて:土、ほノjえのおそれの少ないIベタトなどへの
広域避難Ji:lffUI:ナど)nfi冶11があるためず11鳴してくf二
さい， 主之、高齢者なと{士、ぺ?の段階から広域泌難

り間的そてくださいしJどのfJ、rt卦げがあっfニ
キ;íA一七い川区や近隣17)l~~長がよ[~IIi]で iわ1民i悶1寺

;二荒川!の洪水と東京湾潮主人ゐとなる可能ドu，
糸り、.Jliì~っこん以\1.椅なイぐ古川起きどJ危険;)\出 1") t 
した 今♂JF2附からv外ト心どのほ71くのおそれれ少な
し寸自J~)(- ~r.!:trlt:避難 L てください"J ど日fill、: 1-1二
J-J;主1I干の大Jl~m ノk"-k;~びノ発生が(土{拘t夫と三とり、強風
なとοで鉄道~(/)七邑f浅間 l-t運行争体 [1 じてし、る 1メー

から;T りふ戎iIl設住二1でき々 し、切合、 γ ンシゴン伺(l

Eなど;くよl高層階に遊難できと〉人以外は、長寄り J)
遭難所へ避難してくださし、;とびAI、f+tト.Jがふ/)たl

む!臥二市rJj~;こJli り、 J共イtぺ》市宅 b\i士ん tt しそうν[，(

士、 Iτi外(~t 太;変危険戊/三ぷ)、 γ ン、/' ::JンI，l;i上者
などすぐi町民階Eこ避難できる人以外(士、 ゲぐに最古:

してくださし、」との

H主
1 IJ f:~í 

f:jJ7主

6U'j r.~11íJ 

山
川
，

m

6 r[iめてし、る 家的、人数;士、 l人i>C)4人がそ

れぞれ2主IJから 3}JIJ日u支てユあり、 5人以上は 1'Jj刊誌とf立
ってし¥る 主た、要i日空者そ持つ(tl:.荷主全体の 12%であ

り、高mお者.[i京害者ーを持つドが 70句、それ以外の幼児-

f仰ぐしり r}J_f岡山lE:者をJ寺つ I lJAìj:( 土 5~ノbであっ

3調大規模水害時の避難意向

( 1 )現状の避難意向

主ず、はえぬ水害u与における避難意向を把捉寸る

F日1τ7リ宇:J大i台l風豆致Lυふよが、 上陸寸 る2 Fl ~が前íYíカ7 、ら l-_j叫二jポ1;
f段止[階;若告軒出{自的j巾1に4ぷえJ占ぴの)f危主剖|険;良食が f高白高J~主ミる{係i恭芸子ぺや"1什江r今束 51沢疋の方主針針|卜占を参

r与考としたたì情吉報の伝達1状}た~i，汎5兄i主lをぷ寸表一-2の内科をJ捉:起走E是一γ/ぷ示し、 1'1 

以外(1)場所への避難立ri'Ji二ついて抗出した。なお、本

調査では、 t巨1大1台ム勺iJ風rJj虫武1\1乱~Uに二 Jつコいvてて :-;過品J去t手笠きJ休!:したT台4勺九ftf胤のf司巾1ドlでで、

最大)泊足十岐員のj非ド七iにこゴ3強怠都し
図-寸3ぴの)J::f段止出[は土、 表-2U)各段階において自主外r，U)j壁新i

古前lを'Jミした人ぴ));:IJ合を累積した値と段階問での避難者‘

の'，~IJ;ミ?の増 IJIIL立を示したもので、あるのなお、白宅タトヘj壁

難寸ーる人については、避難先が{J東51>-:の内かタトカイ二分

;ナて集J十した3 自宅から避難せずに留主る J吉山jを持つ人

l土、台、風上位の2日前の段階で80%、l日H前i白Iで、'1は土6“5%、
直曲!け前ii泊;む[で(は土5引1%であり1、約半数の人カがミ丸L

f古セ以外の1場易「所y折千Jへ¥避英難f肘オ一る歪意;同d合?不したリ また、 広域避難
の怠i古]を持つ人は、台風u湿の 2日前で全体の 13%、l
rHlIjでは24%、司副jて、:土32%であっ

(2)情報提供による避難意向の変化

lI!R5l三では、各区:において収下rに関する防災講演会
や講座などの活動を実施しているものの、広域il1t離を主

と寸る)(規模水害時のj監難対策について、大々的な特発

活動を定砲する支でには全ってし、ない。本調査でi士、各

種啓発活動を通じて、大規用水?;:の危険性や広域通難の

40% 

20% 

0% 
2臼前まで 1目前まで 6時間前まで 直前まで

100% 

80% 

60% 

40% 

20% 

。%
2目前まで 1B青Ijまで 6時間前まで 直前まで

口自宅に留まる翻江東5区内に避難 E江東5区外に避難
図-3 大規岐点;l叫引段WiuiU)jllt紘白、rtiJ

。% 25% 50% 75% 100% 

お住まいの地域に海面よりも
{底い土地が広がっていること

大規模水害時に全ての避難者を
滞在させるだけの十分な避難所が

江東5区肉では確保することができないこと
大規模水害待に自宅に留まった場合、
ライフラインが途絶した環境で、数遊間から
数か月の滞在を強いられる可能性があること

大規模水害からの安全を確保するために
域外への避難が求められること

域外への避難には、台風の彩響や道路の
大混雑を滋けるために1臼前などの
早い段階からの行動が求められること

N= 

・知っていたロ知らなかった

図-4 提〆兵したの認知度

必要イヨiなどの認識が高主った場;?の駈難状況の変化につ

いて把保するために、図-4(二/J刊一広域避難の必'2['1主など

に関寸る情報を提ノドしたうえで、避難意向について再度

質問を1fったc なお、各情報i士、 JJ水想定|烹域凶冷どを
添えて丈阜に上り説明したF

主ず陸一4(こノFす各開清手段0)認知f主についてみると、 ;1
%5区が!氏、!λ士主であることを知っている人は68%いるも
のの、地域内に1分な避難所が無いととは43%、瓜々し
た場子干の危険性や広域避難の必要性などについての認知l

本は約 31JIJに留まっており、現状では半数以上の人に矢11

られてし、ない状況で、あったなお、これらの認知は、

総じて若年間ほど低し、傾向がみられた

これノらの情報を示したうえで、改めて大夫副14ノ1(rh時の
避英伝言向について開いた1 11 1答が図-3の ~l主である。避難

;むp'iJを示した人の各段階間の明加量を情報提心のliiifをで
比較すると、最も変化が大きいのは台風上昨ムの2日iIij土

i日!、IIiぴ)問であり、特に江東:5 [){外への広域避難;を主施

災'存情報 lVo.16崎12018 29 



的6 20% 40% 60% 80% 1000/， 

1階

2階 ::~ 9% 

迫民畑

1 '458: 出限 3 階 1r':1 官ι 22% 

f書記‘

警瞳謹護襲子警官庁隣l
41% 1 :148) 

5s皆以上 ι 」，;;r， |、529)明 φ5対 44% 

-上陸2目前関上陸1目前図上陸6時間前口上日垂直前ロ最後まで自宅に留まる

図-5t;j1i主!和jljJ)避難出向

。% 20% 40% 60% 80% 100% 

20代 !illlん 主思議 議機灘機緩襲撃室温 % に93)

30代 .'>11 
a 華客 e す9暗 19% (.339) 

ま三 401-1; 
話オ

m>>ll a 31% (6391 

501-1; !IDIl al 32% (543) 

601-1; ヨ陪 8% 29~ι (211 

7附以上 E潤瞳町柳幽霊議 繍刈 51% ___j (49) 
翻上陸2目前額上陸1日高IJ!霊よ経6時間前口上陸直前日最後まで自宅に留まる

図-6

-1-る;古|討を心した人{之、情報提供白iJの 13%均、ら 24%の

1100のよ官加に刻して、情共後はその2mおとなろ
11 0ω、ら 35(~1o山 24~ω)増 ))11 となったU そして、情報抗日共

fÌÎJで 240~りであった 111 前七ごに広域i位難のむ II ， Jをおっ人

(之、 35~.o"'~ と 11%1自力U し、 この11寺点にむし γと拍手rHhliJたがj

の結果にお:)る最終的なTI'風上位託riijの難芯li'JU)状況
を I'[II[ったc この結前土、局内安~確保の危険性や早期

;二広域避難をnうこと(})必要性に関寸る情報を提ぺ司る
ことに上って、早期段階における自宅外への避難や広域

i邸主をる人が増加する円j世性があることを示して

したがって、ん規模水害時において広域避難を促

進し司、くために、平叫ー点、ら識啓ヲをなどを通じて地

域(/);jく11・特けや適切な文、、行動に関じてJヰi併を{足してい
くことが下主要で、あるといえる内

(3 )属性別の避難意向

情報提ボ前の田容で{士、 CJセ以外の場所に避難しない

理由として、マンションの高層惜にR住するなど、約 8
の人がれ宅ぴYム2全性をう手:f-とし、た。図-5は、この[uJ特;
を踏支えで|一吉報提示後の避難丘II，Jを居住階別にみたもの

てあるζ なお、戸建Jr!f{ì了者のWfìl材には、最 l~附の階数

を伺いた3 この結果から、高層:i占居住者の多くは、情報

提示後においても、依然として自主に留まる意向を持つ

ことが分かる何その他、午前告別にみた場合では、高齢に

なるほどよ匠英監さ111Jが{氏ドしている(頃 l~iJが〆ならJL、 70 {¥::以

上では、ド数が最?を玄白rtに留まると[口!答した(図-6参
照L7章で後述する広域避難の抵抗要因では、高齢?号ほ
ど ii主くまで，(/)避難が[本j難fC家肢がし、るJ、rt'I '七が 詐
安全J:三同意する才'，'1二の傾向みられることから、力11件に

f料、避難行部Jを負担に感じることや大規模水吉に主付る
危険認識が{L~くなることが要問の っとして考えられるニ

30 

0"0 50"'u 10000 

図-7 個人的々 がみふ佐難先の千[無

、;j~ ~?l~以降に/J ~すい11手{士、全て包-4v')情報を提IJ~

した後に同容された不N*で、ふる

4 広域避難先と避難手段

( 1 )個人的な広域避難先の有無

占11 ，1二{士、千~手を跨し、で世ぞ十}一る立、涯がふる

ことんら、 f也の1'1治体においーご避難先を時似，-，j-る必定ーが

あるハ加えて、!去MZj，佐美fiーを!国立fパる全災前において(土、
被災地表f特iとすること

域内に大なイ

る L-/)、し、この禄な膨大な遊間な公的な?位苦ft施設ぴ)

みで収容するのは[木i難であることから、内問的やII4{5 

[:6:においては、1iJ亡n身;二上る仁1 なな広域避問先の維
保をfiZすことで、必要どなろ白山Jな避難先の制時を最1)、
|肢に抑えることを検討してし、るじ出資では、この J与え

)j~h拓也難を11引〆ヵ、けられたi捺:こi駐jWí先となり

るかl人的な広域;壁難先ぴ)布J!誌について臨し

国一7(士、 1[詩人|下Jな)よみ支j世史じり有無どその係);1)につい
て閉し、た結果である なお、本集計ーさは個人的な広域避

難先があると回答していても、バ世としてilム京，5区内

ω場所を[1玉|科している易介は除外したー このがう、らま
ず避難先の台無につ1ィ、てみると、 45%の人が広j戎避難先

として〆考えられる個人的な場所があると[1司容している

その他、広域避難先として行政方、ら指;とされる避難光の

らが考えられる人が29%、避難先を指定されたとしてι
広域遊難を行うことは与えられない人が 26%であっ

さらに個人的な広域社難先を持つ人にその撞見1)を聞く

ど、最も多い72%の人;j，)jl)定、報戚宅、友人・矢[1

挙げてお旬、次いで25%の人;うえホテル、お匝などの民間

)j包;止をす11J容した。また、 5fi)J指先やそω関連施設な挙;ナ、た

人は2害11に溜まった。平成22¥f.国勢調査に某づく椛計ーで

は、約48)j人771江東5r又外にある事業所などに勤務して

おり、家族も合めるとその規模は全人口の 39%に十Il 'J~す

る (1人j悶府 2016)ごこのことを路支えると、事業者に広

域避難先の確保に向けた環境宇劫詰などを働きかける対茶

色有効であると考えられる勺

なお、個人的な広域逝難先の1附!:地については、東

都 23区内、了葉県内、;時五県肉といった江東5jxjこ隣接

する地域が7割以上を1らめており、その場所も没ノKr/域
内で、ある可能'陀があることについて留意する必要がある

災育情報 1¥'0.16-12018 



語~!1ミEf3 1言超I惣方以外 7 0，

その他関東甲信総t也ブJ

争時祭I11県内 7"む

図-8 tlì 的に確iや IJ 能なり;品川J主要佐先(})f~dt地

ものの、多くのノ'¥.j)¥I，';.{l地山近隣にか1;J人的笠到f先

を校保することができる状況が把握できる(図-8彦市入
(2 )広域避難先までの避難手段

個人1'ISた広域j壁難!'L:去での避難子段については、勤務

先や同J;生抱μ止の場合、 74%の 1，，;;;扶i丘、 9%υ)人が I'l~リJI与

と)11]芥Lf二(図-9参照) 方、 7JペヂルやおJ，1;などぴ)1(lllJ
月IJ七、反政'i三、友人・土rJ人J七;こついては、鉄合

手IjjするjJ工γ 私文であり、 3主山 4"ゃい〉人;);r'l1iJJ 
Eドミどfljljj十るとい!存した ここ?、、ド片足20年f支(!)ノ¥ーゾ

ントリッブ調一斉の結果(東京都市 I~I 交iL!í rtl-jilij協議会

2010)に上るJて、東J;(期;1メ古1;では79%が鉄J互によりiw勤
しているごと方、ら、少なくども jji)J務主での広J戎ì~主難に

ついては、、ji~ 'J と同様の交通手段が用いられる刊;能性が

、と汚えられる なお、 IliJ:t..:者内自重}J111保有ユドはがo5 
完Ijでおり、 fi<WJ主主をt!fっ?三ての人が小に上る広域濫黙を
考えてし、ろわけで{土な'<¥ 主;三、広域;世難先どしてわ耳交

ごJノ指定された抱誌については、他より .h多い約半数が

徒少;こ上る避難を選択したひ調査では行政方のift'，.どさ
れた植誌について、「近隣1'1 本ω地i立が指定された場
f? という説明を不しており、比較的近い場所がイメー
ジされたうえでの同等と考えられる、

また図-10は、与広域避難光までの移動子段について、
[IIJ容おが選訳した避難開始び)段階別に集計した結呆であ

る これ;三よると、武u:一長 1Iriむまでにj監難な開始す
る人(士、徒歩と白転車以外をj差押えする人が70';ノbぞと担えて

L、るのに士、jして、 6時間前では54%、直前では46%に減

ってし、る、この結果から、台風が接近寸るにつれて自動

車や公共交通機関を州;した広域避難の効をが困難にな

ることについて、あるわu支出解されていることが推察で
きる J

5 屋内安全確保の要請への対応

(1)屋内安全確保の要請の受け入れ

大多数の住V~;J)広域避難を行った場台、その規枝に見

台った避難先を確保する必要があることに加えて、避難

者が集中する橋梁や'~K等において大jLL械が発ft:. し、 i壁難

途中で'?Ll.i監に巻き込まれるリスクや、群衆雪崩等の大事

故がうを't'_-j-るリスケが高主るごこの二とかh内閣府やj[

束;ラ[丘町土、床上j呈ノに付 3円未i12iの{J氏に対しては)長

内安全権保を求めることを検討〆ぐいるヲ本調査では、

災害情報 ル'.16-12018 

llll宅、親戚宅、
友人・知人宅

民間施設
〈ホ子ル、お庖など〕

。%

勤務(通学)先ゃー
関連施設同d

広域避難先として

行政から指定

された施設

・徒歩
国自動車
臼1¥ス

図-9

。%

+2 2日前
寸鐙
事費 1日前
費量
盤窓 6時間
付線再H
~~国
40 直前

20% 40% 60% 80% 

箇自転車 ロバイク
回他家の車に同乗回鉄道
ロタクシー

広域避難光まご、の避難rFt

20% 

四i!面画

• 

40% 60% 80% 

掴徒歩 園自転車 ロバイク
g自動車 回他家のE震に伺乗切鉄道
ロパス ロタクシー

100% 

100% 

図一10 避難を開始する段階別(j)!j;J);¥(jj江川先‘ Jコj駐日(1ft'"

このJJ引にiHJる忌:Ii川こついてj~jFtトずるため、 il 米 51天

外の避難 μ交のイ¥足や大出維のだっ7(二文寸るために一

戸 Ij(J)(Ìê民にけしてJ1.，;内去:~で作{込合求める必!誌があるとい

った背;土を説明したうえで、 i)ノ1'(手法判 3111~il誌で

あることを前犯に、 什'七千件幾を主主請されたj弘子子山対応に

ついて出し

図-11は、ニジ)II¥J:こ対する全体の!口i答ぺ〉属性¥JIJの集計irJf

果をつミしたものである令

集計したもので、世請を十人れて自宅に制まる

ぶした人は65(!o、[)<J村のi'l七f、の場所に避難する人11:
170)，、以外へ)よJ)JX泣難ナろ人[士 19%というおおっf二、
主た、 If，:~誌の避難;白川 l士、図-3の l子止に不した大現時

水害時の自主タトへぴ町立l[lJの布今無日IJにl2J容を集計した

むのである「二の結果:こ上ると、 lし々避難志向を持jこな

かった人は910k，が要誌をJ支け入れるのに対して、避難意

向を刊ってし/、た人一ご、要詰を受け入れて1'1主にー主る自i'J

を示した人は、 54%に留まっ

次に「居住階数Jr士、J，Ti千t:ドザ'BiJにl口11年をみたもので、あ
る。この結果によると、 I1;皆肘で要詰をJ乏け入れる

人は37%であるのに対して、41i告は74%、51倍以 Lは80%

と2倍以、トの人が受け入れる立向をぶしており、高層階

にむ人ほと、1要請を~け入れる可能'I" j.ぷ三庶民、傾向がみら

れるv この結果は、自宅が;1'<役十る心配がない人ほど要

請を叉::t入れる{ttW'Jをノjミすものと考えられることの、ら、
泣内五c全確保の理解や許及にiij];tては、対象地域の選定
基準ぺJ考え方、そし~て浸水に対する安全性について、 十

分にl淀明してし、く必要があると考えられる

主た、「食料ぴ〕備蔀J(主、食料の備蓄泣との関係につし、

31 



100% 80% 60% 40% 20% 。%

46% 111，646) 

1137) 

191) 

幽自宅以外には避難しない

園江東5区内の自宅付近の場所に避難

ロ江東5区外に避難

要内it2!さ:(iの1'l，1!t日大国慎次会時(1)丘、JhJ::ji[磁の自己l

11，480) 

1119) 

18S) 

E通1務先を指定さわたとしても広域避難苦行うことは考えられない

ait域避難先としては行政かb指定された広域避難先のみが考えられる

ロ行政から指定された広域避雑先以外にも考えられる、頼れる}場所がある

図一13 '唆配地、fi-の有無、ニ{的人的な広域i佐知光正II手i無

る人のhがjよj戎避難のβ:I<，jがイ尽く、 U'ちこ出支ったり、
りにill主主る立11'刊行ff;し¥ことが分かる 主花、 (Irli[人

的な広域避難光UJ有無については、個人的な消難?じさ了持

つ人の寄jfTl こ);_ぎな;~~:はみられないが、

れても位、域避難が考えられない人の割台は、 iit齢者-

がし、)jIIt併の方が約 II;IJ多い結束で、あっ

、幼児や子併の安門己語、昨を了十l'っ人にすfr I-jると、
自宅(二出まる 4吉[i，]をt寺つ人J士、空間lY書、百を科ムたfi:t、人仁
V)も辺に 2(，'1]少fょく、そのうj'J);J}1xi壁掛ーの合引っ人が
多いu ニとた、個人的なiム主主j@i雄たの千]知については、要

配慮者会持た、人よりも 2割以 f二多い約 7~号1]の人7) ~ rあ

るJと[II[容した これらの結来は、幼児・ jこ供といった

安配慮者については、危険な[li[j駐するために保識者;二上

ろ積ド州ワな避難主、が行わ*しる i可能性があることをぷu変

ずるものである」なお、 {[~i[人的な攻iJj主主任先の将JjlJ とし

ては、全体をほ数土した(図-7参照)上りも多い81%

の人が見ry七、主}t成主、友人・知人主を挙げたコ加えて、

該1ずる回答者の属性をみろと、 30代以 i、の才?いj!1:代で

多くが核家族企なる家族人数が 4人以下である割台が

73%を占めることから、広域避難としては回答者の実

家などが想定されているものと考えられるf

(2)屋内安全確保の要請の受け入れ

要配慮者の右無と以内安全線保の要請への対応の関係

についても、広域避難の意向と同様な傾向がみられた(圏

一14参日{¥)，雨量i令-者や陪宮山要配「在者を京族に持つ人i土、

-~:再副長:宥を持たfよし、人とい!程度の人が自'七に留まる立IIIJ

を持ち、自宅付近に避難するを持つ人が若干多い結

果であった j人幼児・千供の安配慮者を持つ人会み

ると、要誌を受けvて!とi宅に留まると[II[答した人J士、安配

jさ:者を持たない人よりも i古IJ以卜j正く、その分広域i監難

を行う人が多い結果となったc ['] rtl回答による白とにiV
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-自宅に留まる巴江東5区内{二避難ロ江東5区外に避難

保内'T_'Nfi'1呆山要請〆¥び)):t花、

てなた仁のである この結果によゐと、河出蓄なし」とほ

IJ でl土i古来に大きなはλられないものの、注目
以上」、戸1週間以， t と{iiii蓄量がそれ以[にyl?iJJrけるに

つれて、定請をr三~-t入れる人白える傾向がみら

れるしこの来は、;芝*-がi也抗するil明日jに対して{応苔が

十方であれば、)毛内完全確保しりi受託13イヒミ::J入れる傾向が

あることを不十ものであるc この来から、屋内1去、ペヨ在

保び)定詰と泣ノjく継続時間以[.ぴ)備蓄をあ~ )せて進めるこ

とは判采~;JJ巣を生む可能性があることが示唆されたν

図-11

6.要配慮者の避難意向

( 1 )広域避難の要請の受け入れ

広域避難(士、 1J政界を跨ぐ遠方士での移動が求められd
るため、長距良住の移動力、 [~:I難f~itt(については、特別の

対応が求められる、このため、内閣府や江東5[::{におい

ては、移動手i英![な住民については屋内安全線保をと行う

ことも含めた検討を進めているペ図-12と図-13は、この

方針に関する避難意[tl]:二ついて把握するために、家扶ペJ

j副同jの支援なしでは避難することができない安再副長者の

有無と大規模ぷ害時の避難J吉、向、個人的な広域避難先の

有の関係につし、てみた糾:呆であるつなお、要配慮者に

ついては、高齢者・障主>fiと幼児・子供に分担して集計
したし比三、本調査で得られた巴f詳の中には、両方とも

に該当するものはわった(図そ参!日~)乙

まず、これらの結果ヵ、ら高齢者・障'占有を家族に持つ

人と持たない入山田容を比較すると、人出模ノド宮:11、子ぴ)避

難4E向については、若↑二ではあるものの、安配慮者がい
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18% 111，646) 

15% 1(137) 
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聞自宅iこ留まる

図江東5区内の自宅付近の場所に避難する

ロ江東5s:!I}など浸水のおそれの少ない地域へ広域避難する

函-14 '~配[~h のイJ井It と註内安全:{j'~ 保(j)要詰J、、の対!よ、

1ミらf;山、ffjl_111として;士、「子供がし、るカ山J、f家扶ぴ)!:~ 

f立l:尖をtfしたくなLVなどの記述がみ
以上より、特に幼児・ 7二供などの定自己[在有を持つ世帯

については、}ぷI}~安令確保の要請に対して、全体よりも

受け人れ意向がjfi:い傾向が把握されたコこれらの[1上，iれに

ついては、仙人的なぷ避難光を持つ'fiIJ(子が高いことが

ていることから(留一13本IW、柏村証!なに口 iIYJ 

た避難先への広域避難合1f1':-c;-ことが効果的であると
られるご

7，広域避難!こ関する意見

( 1 )広域避難の抵抗要因と促進策

図-15 土図-16~士、広域避難の実施;こ刻する民抗要l太lぺJ

Ii~域j壁難υliil':進策;こ刻-;]万意見について [ltlいた結果であ

るp 広域避難のtlU;'t:安凶として(土、「玄や家p村、らjJi-く離
ることが心岡山、「避難する?じの'1]てが々 し、j、It士事べ3

4、f:ト立がある!などに内'#(二 I ，~'J怠するEJLが多いr 方、

広域対{cJ)促進策について{士、 J会社やマキ交などを休み

;こ寸る:、「具体的な広域避難先が指iiニ'される」など山対
策に関心する;吉:昆;日比較的多し叫l果であったι

(2 )避難f静授の発表タイミング
iζ域避難を促す清報の?を去は、速))まで安宅に移動す

るために発災まで、余裕のある段附て、打う必要があるつし

かし、現在の予測技術Aで、は 11111むなどの半期段階におい

てた視模水害内発生を|づよな百在度を持って半1]1析すること

は非常に[木j難さあり、精IEが低い予illiJにJ主づ3丸し

宇判刊Ij出JI断析せせ-ざるを1件!与3ないご
国一17i士、三の避難の全路K'f間と発災の確実性とび)トレ

← 1-:'オフの問題について意見合聞いた七のて、ある。この

結果に上る去、早めに広域避難の情報を発表して欲しい

という内存について「そう思う」、「どちら均、というとそ

う思う」と凶答した人が62%いるのに対して、発災の確

実内:を優先することを求める人は約半数の 33%であり、

を災の確実性より七避難の余裕時間を優先すべきという

意見をもっ人の方が多い結果であった 7、てだし本調査で

は、大規模ノJ'(';との可能性や予測の不確実性の程度につい

て具体的に示していないことから、可能性が非常に低い

場台や不確実t性が非常に高い場合においても同慌の傾向

が存られるの方、など、この結巣はさらに精fmしていく必
要?のあるご支た、保'剤、'tを求めるAE:見も少なカ、らず{f{E

。叫 25% 50% 75% 100010 

家や家財から長〈離れることが心配で

広域避難!こ抵抗がある

避難する先の当てがないため
広域避難することに抵抗がある

仕事や学校があるため
広域避難することに抵抗がある

N=1，874 

そう磨、う モー とちらと弘、え.fdJぃ→そう宮北!万い

・・璽口口
図-15 広域政難ぴJj11(J iL引先]i~' '(，j寸る主凡

大規模水害の可能性がある場合に会社や
学校などを休みにする措置がとられる

区から異体約な広域避難先が箔定される

体の不自由な方などでも一定競間過こす
環境の整った広域避難先が用窓される

パスや福祉車両など、広域避難先までの
移動手段が用意される

地域の見直}りなど、避難で家を:;:;glすること
による窃資等への防犯対策が実絶される

ヘットなどとの同行議殺が考慮された
広域避難先が用意される

。% 25% 50% 75% 100% 

~."畠r.:

回記伺

そう磨、う 唾ー どちらと私、えら1、ーうそう思わ却い

. .麹口口
図-16 !]J戎避'ï!íto)促進策に対オろ 0~t

日%25% 50% 75% 10む%

大規模水害の可能性がある場合は、空振，

りに終わっても良いから、車めに広域避難

を勧める情報を発表して欲しい

広域避難を勧める情報は、避難の余裕が

少なくなるにしても、大規模水害の発生が

確実になってから発表して欲しい
N=1，874 

そう層、う モー とちらと弘、え弘、一歩そう患が住い

・ ・璽ロロ
図-17広j成iJJ1難(こ関する1占報の専任夫タイミンク

;ご対する，G':51..

してし、ること方、ら、平時カりう広域避難の必必↑生や予相技

術の11，長界など¥大樹立水言叫における課題におjするflji併

を促進したうえで、災時には早期段1;皆から情報t出;民が
行~)れる体;七IJ 0:~さえていくことが卓:裂であるといえる。

8，結果の整理

本調査カも把提された内容について整理する「

( 1 )大規模水害時の避難意向

江東5区が{段、Vl也に位置することは多くの人が知って
しもものの、広域避難の必要性などについてl土3;tPJ程皮
の人にしか知られてし/、ないU このため、屋内安全確保の

印刷竺について i分に2Z決されておら寸三高層階刷ヒ名
の多くは自 J七に留士る安全と考えているc二の結果、

大規桟水詳の発生が想定される状祝においても、現状で

は半数の人iJ)避難せずiこ自宅iこ問去る立[，"J在持つ、

ただし、局内安全確保の危険'r'tや広域避難の必安性に

災害情報 No，16-1 2018 33 



i <)1マγて説明することに上:)、 )午f胡F段悶生知i階;桔皆にヰネお料、J斗j討;け十る υ広山~J'域或避労難

ぴω)吉白lい州円削iをJ抗うヴ+つ人カがt汁l占害割ilJ以上上if卯「

fなよ知識を;惜尋る二2と，に主勺てi!註:E2凸1雑7草t古立印:1山;ム川'Jが改i出5すす一4石3F円1ザJ能十供何性1)生j主一が
よあ勺るニとを/Jメ:しており、 1十三時i]lらの，)青報提供や4吉lil品作楚

Ul逗安:けが体認されたペ

(2 )広域避難先と避難手段

行政による広域避難先の確保においては、 1'1f:Fl(Jに広

域避難先制佐保できる作氏が半政相支存了1:寸ろことを考

慮できる可能性が 個人的な避難先として考えられ

ている場所内多く(土、も1)'亡、制威主、友人・ ~;II 人ノJとであ

り、江東5rx:に按寸る 23r:zペコ千葉県、 -k県内の嶋一所
が7]IJをlf[めごし、ろ J その他の民間J}j主誌や勤務先をW，I人
的た広域避難先にぷ;ずてし、る人は2割科度に同支，γてお

り、広域iJ[難先(/)確保;こ向けて、これらの施ri止の1，引IJが

求めら7.l

土;二、 {h!iJ 人的!な広域班難先~，(})移動刊誌とじては、鉄

涯と Cl肋j$Cが多く挙:ずられており、特に勤務先について

は、広JTX:j註難を行う!涼;ニおし、てら 11常的な移動J-'

子段が平IJJ甘される可能'1乍が、と考えられる「

(3)屋内安全確保の要請の受け入れ

3 11未満のほノk継続をIIIi提ど Lた屋内定土佐一保の定詰
;こ対して、約 7 割の人が叉;十入れる;白をノJ~ しており、

多く J)人;こ受:ナ入れられノる可能十Jが高い 支た、毘

~'iJ/d~~に対寸る開併を寸ためには、対象と fよる地域ぴ)

j主主基考え J/ぺ~長;)<.:二社寸る安全↑~t(こっし、て十分説

明してし、くこと、あわせーごほ11<.期間に対して十分な備蓄

を徹底していく二となどがよ!えめられる

(4 )要配慮者の避難意向

安配)さ:者がいる玄族のうら、布告;:有・ )1京存者がし、る家

族については、移動そのもの、あるいは避難先で避難ノ1:

訴を送ることが困難である割合がおし、ことが考えられ、

その詳細な状討については引き続き謝花が必要であるも

のの、屋内安全確保を含め、特別な対応、が必要で、あると

考えられる、 土j、幼児.{供がいる家政につし、て{士、

南傾向避i雑行動力、iとられる可能性があり、広域避難を

促寸ことが効果的であることが刀、i唆されたリ

(5)広域避難に対する意見

!ム域避難の実施について、避難先の11てが無し、ことに

加えて、家から離れることや仕事カ込ら離れることに対す

る不安が大きた抵抗要l大|として挙げられており、遊難先
を具体的に指定することや不安を解消るための万策が

右効であるという吉見が多い。また、広域避難をど促す情

報J)タイミングについて(士、情報の確実性のf'iL度による

戸!芥の変化について引き続き掩証が必要ではあるものの、

発災の確J刻'tの確保よりも避難に余絡がある-V持j段階で
の発表が求められている二とが担握されたC

9，おわりに

東京都の米自1;低地帯に位置する江東H<のfU'(を対象

としてた規模水害時の広域逝難に関連する調査を実砲し、

3ι 

性1亡のみJ)よや諜について担保[ノたく 大出;1打におけ
る広i或新iぴj夫可u之、 j監難ω促をH 寸;ど:tU)1れわEな
問題で(士なく、約件:な避難誘呼;H'[lhi山下に行われる必攻:
ることに加えて、{tJ(にも適切な対応に向けて卜力

な11宅併がよjとめられる

なお、 ;js:調在l士、 i口大(1介バ山恒似風虫~~、，~~にこよる kH見叶i討十草Zイ水!<.又γF771j伊i

i喧員在という、わが[[-]におし、て前仰!のたし、宇fil三を対象にし
ていること片山、本来[口i容するうえで持つべき状や避

難のイメ←ジボ!づ〉でない状態で1"1容された結束;が台支

オLている!耳古があることにi訂，-{立寸一る必'R'がある。今後

七こぴ lt-ìミな担に白白色'，~々がら調慌を封完し、住民4吉

の変化をt~科し/こ旬、刻応策の〉岳主性をしたり

ことによって、大矧時を対象とした効果的な対策に

ついてのJ九討を進めていく

謝辞本 ω支施にあた 4コて{土、思111[^~、 ;r*l<、 1{

、島町H<，11μ)111人 [rlL交通すJ

決;京都ぴ)協力を件j三、
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Survey of Residents' Intentions about Long-distance 

Evacuation for Large圃scaleFlood in Big Cities 
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113-0033 7-3-1 Hongo司Bunkyo北u，Tokyo笥Japan)

'Tnstitute of Social Technology. TDA Co.， Ltd. 

(午376・0023IF 3・2-28Nishiki-cho， Kiryu， Gunma， Japan) 

"Jational Agency for Disaster Management in Jndonesia (dispatched fr0111 ¥!Iinistry of Landう 111什astructure，

TIヨnspoltand Tourism) 

{、千13120Gedung Graha BNP践しt.l6‘JI.PI耳mukaKav.38‘Jakmta Timlll二lndonesia)
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(〒100-8914Central C ommon Governn淀川O侃cesNO.8 1-6-1 Nagata-cho， Chiyoda-ku， Tokyo， Japan) 

ABSTRACT 

In this study， we surveyed the evacllation intention ofthc residents living in the eastem lowlands ofthe Tokyo 

meu'opolitan area inιase otlarge-scale flood. This survey is aimed at examining eva，ιuation心ountermeasuresduring 

large-scale flood in big cities by investigating the reaction of the residents when inducing the long-distance 

e¥'acuatlon. 

The results ofthis survey al芯asfollows: (a) Only halfofthose who intendね evacuateat the time oflarge-ぽale

flood. HO¥羽九

long含.ベdiおst鈎anceeva筑cua抗tlωon.T可"he剖ret必むre亡、t白heαrl合芯'eIおsa poss引ibilit勺3アt出ha瓜H出h亡numbeαrofpeαople 机whohave int包en川1托tiontωo evacuat記c 

ma勾.yil1crease by giving appropriate intorrnation. (b) About half of the respondents have personal evacllation sites far 

from home. (c) Approximately 70% of people intend to accept evacuation at home， on the premise that the dm乱tion

of submersion is less than 3 days. (d) ElderIy people and persons with disabilities are difficult to move and stay in 

evacuation places、50special measures a陀 necessary.On the other hm沿うhouseholdswith infants and children have a 

possibility of proactive long-distancc ev乱.cuation.(e) To promote long-distance evacuation、itis requirでdto dcsignate 

the evacuation destination， and to eliminate anxiety about departing ti'om home and taking a r，己stfi'om the company 

01・school.

K句帽抗量s:L&"gEト.a;重eFIαXJ， BigOti笥 Lα唱，"(}i~草加æEvc泊五重i∞~Evc悶戚ionInt朋 tiαm
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